
JILPT アーカイブ No.206 

「従業員関係の枠組みと採用・退職に関する実態調査 

（労働契約をめぐる実態に関する調査(Ⅰ)）｣（調査シリーズ No.4）の Read me 

本アーカイブデータについて、注意が必要な箇所を以下に示しました。 

1． 非該当は、システム欠損値となっています。また、無回答は『99999999』で統一されて

います。なお、多重回答については別途、無回答変数（_NA_ma）が設けられています。

2． 秘匿化のため、自由記述回答の内容は含まれていません。また、秘匿化のため、以下の

表に示す変数はカテゴリ化されています。 

調査項目 変数名 
カテ

ゴリ数 
各カテゴリの内容(ラベル) 

問１ 会社設立年 q1_1_ca 8 

1949 年以前、1950 年代、1960 年代、

1970 年代、1980 年代、1990 年代、

2000 年以降、無回答 

問１ 主たる産業 q1_2_re 10 

建設業、製造業、卸売業、小売業、飲

食店、運輸業、金融・保険業、不動産

業、サービス業、その他 

問１ 従業員規模 q1_4_re 5 
50 人未満、50~99 人、100~299 人、

300~999 人、1000 人以上 

・なお、問 9-③は、問 9-②a.の対応する懲戒処分が「なし」あるいは無回答の場合も回答権

が付与されています。また、問 12-①は、問 12（親設問）が無回答の場合も回答権が付与

されています。ご利用に当たっては、適宜、必要な統計的処理を行ってください。

・なお、付属統計表に誤りがあり、正しくはグレー部分の通りです。
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付属統計表第 18 表（p122） 

付属統計表第 106 表（p211） 100～299 人の無回答 2.0％ ⇒ 1.9％ 

付属統計表第 109 表（p214） 

付属統計表第 145 表（p250） 

「普通解雇」にあたる解雇理由 56.6％ ⇒ 100.0％

「整理解雇」にあたる解雇理由 49.2％ ⇒ 100.0％

合計
企業全体

で
事業所単
位で

職場単位
で

その他 無回答

810 552 138 99 22 48
100.0% 68.1% 17.0% 12.2% 2.7% 6.0%

問1-2．主たる産業（単一回答）
2 2 0 0 － －

100.0% 82.5% 12.4% 11.4% － －
115 97 7 7 1 5

100.0% 84.4% 6.3% 6.0% 0.6% 4.5%
223 145 68 19 2 4

100.0% 64.7% 30.6% 8.5% 0.8% 1.7%
1 1 0 0 0 0

100.0% 87.4% 19.4% 3.3% 3.6% 3.9%
90 54 6 9 － 22

100.0% 60.3% 6.9% 10.3% － 24.7%
156 108 24 23 2 11

100.0% 69.2% 15.6% 14.9% 1.4% 7.2%
25 13 6 11 0 －

100.0% 53.3% 22.3% 45.5% 0.6% －
79 51 12 14 8 1

100.0% 63.8% 14.9% 17.7% 10.0% 0.9%
4 4 1 0 0 －

100.0% 86.0% 15.3% 6.3% 1.1% －
6 5 1 1 － 1

100.0% 83.9% 25.5% 23.6% － 11.0%
108 73 12 13 9 5

100.0% 67.1% 10.9% 12.4% 8.0% 4.3%
－ － － － － －
－ － － － － －

問1-4．従業員規模（単一回答）
593 386 98 81 14 42

100.0% 65.1% 16.5% 13.7% 2.4% 7.1%
94 70 12 5 4 3

100.0% 75.1% 13.1% 5.5% 4.3% 2.9%
79 60 13 8 2 3

100.0% 75.8% 16.2% 10.2% 2.0% 3.7%
32 24 9 3 1 0

100.0% 75.8% 27.0% 9.4% 4.1% 1.1%
13 11 6 2 0 0

100.0% 87.2% 50.0% 14.5% 3.5% 0.7%
－ － － － － －
－ － － － － －

問4-①．労働組合の有無（単一回答）
175 156 22 7 2 6

100.0% 88.7% 12.4% 3.8% 1.1% 3.6%
635 396 116 92 20 42

100.0% 62.4% 18.3% 14.6% 3.1% 6.6%
－ － － － － －
－ － － － － －

問５-①．経営者と従業員代表者との
協議の場の設定有無（単一回答）

810 552 138 99 22 48
100.0% 68.1% 17.0% 12.2% 2.7% 6.0%

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

ある

ない

無回答

設定されている

現在設定されていないが、設定の必要はある

設定されていない

無回答

無回答

50人未満

50～99人

100～299人

300～999人

1000人以上

無回答

飲食店

運輸・通信業

金融・保険業

不動産業

サービス業

問5-②．労使協議機関の設置単位（複数回答）

**【総数】**

鉱業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

卸売業

小売業

合計 伝える
とくに伝えな

い
_無回答

問8-⑨-3．雇用打ち切りの本人への
通知方法（単一回答）

325 286 16 23
100.0% 88.0% 4.9% 7.1%
1071 932 36 104

100.0% 87.0% 3.3% 9.7%
－ － － －
－ － － －

文書で通知する

口頭で通知する

無回答

問8-⑨-3付問．本採用をせずに雇用を打ち切る理由
の通知状況（単一回答）
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